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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の導電型を有する半導体層の内部に設けられ、前記第１の導電型とは異なる第２の
導電型を有する受光部と、
　前記受光部の光入射側に設けられ、前記第１の導電型を有するアモルファスシリコンで
構成された緩衝層と、
　前記緩衝層の光入射側に設けられ、前記半導体層および前記緩衝層の屈折率よりも低い
屈折率を有する低屈折率層と、
　前記低屈折率層の光入射側に設けられ、前記低屈折率層の屈折率よりも低い屈折率を有
する絶縁膜と、
　前記低屈折率層及び前記絶縁膜を貫通して前記緩衝層に達するコンタクトプラグと、
　前記コンタクトプラグを介して前記緩衝層に電気的に接続された電極と、
　を含む半導体装置。
【請求項２】
　前記緩衝層は、前記受光部に接している
　請求項１に記載の半導体装置。
【請求項３】
　前記緩衝層は、前記受光部に接することなく前記半導体層に接している
　請求項１または請求項２に記載の半導体装置。
【請求項４】
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　前記緩衝層を、前記アモルファスシリコンに代えてポリシリコンで構成した
　請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の半導体装置。
【請求項５】
　第１の導電型を有する半導体層の内部に前記第１の導電型とは異なる第２の導電型を有
する受光部を形成する工程と、
　前記受光部の光入射側に前記第１の導電型を有するアモルファスシリコンで構成された
緩衝層を形成する工程と、
　前記緩衝層の光入射側に前記半導体層および前記緩衝層の屈折率よりも低い屈折率を有
する低屈折率層を形成する工程と、
　前記低屈折率層の光入射側に前記低屈折率層の屈折率よりも低い屈折率を有する絶縁膜
を形成する工程と、
　前記低屈折率層及び前記絶縁膜を貫通して前記緩衝層に達するコンタクトプラグを形成
する工程と、
　前記絶縁膜の表面に前記コンタクトプラグを介して前記緩衝層に電気的に接続された電
極を形成する工程と、
　を含む半導体装置の製造方法。
【請求項６】
　前記アモルファスシリコンの材料となる材料ガスと前記アモルファスシリコンに導電性
を付与する不純物を含む不純物ガスとを混合した混合ガスを用いた気相成長法により前記
緩衝層を形成する
　請求項５に記載の製造方法。
【請求項７】
　前記緩衝層を形成する工程は、
　前記受光部の光入射側にノンドープのアモルファスシリコン層を形成する工程と、
　前記アモルファスシリコン層に不純物を注入して前記アモルファスシリコン層に導電性
を付与する工程と、
　を含む請求項５に記載の製造方法。
【請求項８】
　前記緩衝層にレーザを照射して前記緩衝層に含まれる不純物を活性化させる工程を更に
含む
　請求項６または請求項７に記載の製造方法。
【請求項９】
　前記緩衝層を、前記アモルファスシリコンに代えてポリシリコンで構成する
　請求項５から請求項８のいずれか１項に記載の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体装置および半導体装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＣＭＯＳ（Complementary MOS（metal-oxide-semiconductor field-effect transistor
））イメージセンサ等の固体撮像装置の構造として、表面照射型（FSI: Front Side Illu
mination）および裏面照射型（BSI: Back Side Illumination）が知られている。表面照
射型の固体撮像装置は、フォトダイオードを有する半導体層の上に、配線層、カラーフィ
ルタおよびマイクロレンズをこの順で積層した構造を有する。表面照射型の固体撮像装置
においては、マイクロレンズおよびカラーフィルタを透過した撮像対象物からの光は、配
線の合間を通過してフォトダイオードに到達する。このため、表面照射型の固体撮像装置
においては、斜め方向から入射する光が配線で反射され、光の利用効率を高めて感度の向
上を図ることは困難である。
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【０００３】
　一方、裏面照射型の固体撮像装置は、半導体層の配線層の形成面とは反対側に、カラー
フィルタおよびマイクロレンズを有する。すなわち、裏面照射型の固体撮像装置において
は、マイクロレンズおよびカラーフィルタを透過した撮像対象物からの光は、配線層を経
由することなくフォトダイオードに到達する。裏面照射型の固体撮像装置によれば、表面
照射型よりも光の利用効率を向上させて感度を高くすることができる。
【０００４】
　裏面照射型の固体撮像装置に関する技術として以下の技術が知られている。例えば、下
記の特許文献１には、シリコン基板の裏面側の光照射面上にシリコン基板と屈折率の異な
る２層の反射防止膜を設けることが記載されている。更に、上記の２層膜の反射防止膜が
、シリコン酸化膜、シリコン窒化膜、シリコン酸化窒化膜、多結晶シリコンから選ばれた
２層の膜で形成できることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－２６８６４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記のように、裏面照射型の固体撮像装置では、半導体層の光入射面における光の反射
を防止するために、半導体層の光入射面に半導体層の屈折率よりも低い屈折率の反射防止
膜を設けることが行われている。半導体層が例えばシリコン（Ｓｉ）で構成される場合、
反射防止膜として例えばシリコン窒化膜（ＳｉＮ）を用いることできる。しかしながら、
このような反射防止膜は、半導体層との界面付近に比較的大きな応力を生じさせ、この応
力によって半導体基板内部に結晶欠陥が生じ、フォトダイオードから出力される信号にノ
イズを生じさせる結果となる。そこで、このような応力に起因する結晶欠陥の発生を防止
するために、半導体層と反射防止膜との間に例えばシリコン酸化膜（ＳｉＯ２）で構成さ
れる緩衝層を設けて応力を緩和させる対策が考えられる。しかしながら、シリコン酸化膜
（ＳｉＯ２）の屈折率は、反射防止膜を構成するシリコン窒化膜（ＳｉＮ）の屈折率より
も低いため、反射防止膜による反射防止効果が低下する。
【０００７】
　本発明は、上記した点に鑑みてなされたものであり、裏面照射型の固体撮像装置を構成
する半導体装置において、反射防止膜による反射防止効果を損なうことなく、半導体層内
部における結晶欠陥の発生を抑制することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る半導体装置は、第１の導電型を有する半導体層の内部に設けられ、前記第
１導電型とは異なる第２の導電型を有する受光部と、前記受光部の光入射側に設けられ、
前記第１の導電型を有するアモルファスシリコンで構成された緩衝層と、前記緩衝層の光
入射側に設けられ、前記半導体層および前記緩衝層の屈折率よりも低い屈折率を有する低
屈折率層と、前記低屈折率層の光入射側に設けられ、前記低屈折率層の屈折率よりも低い
屈折率を有する絶縁膜と、前記低屈折率層及び前記絶縁膜を貫通して前記緩衝層に達する
コンタクトプラグと、前記コンタクトプラグを介して前記緩衝層に電気的に接続された電
極と、を含む。
 
【０００９】
　本発明に係る半導体装置の製造方法は、第１の導電型を有する半導体層の内部に前記第
１導電型とは異なる第２の導電型を有する受光部を形成する工程と、前記受光部の光入射
側に前記第１の導電型を有するアモルファスシリコンで構成された緩衝層を形成する工程
と、前記緩衝層の光入射側に前記半導体層および前記緩衝層の屈折率よりも低い屈折率を
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有する低屈折率層を形成する工程と、前記低屈折率層の光入射側に前記低屈折率層の屈折
率よりも低い屈折率を有する絶縁膜を形成する工程と、前記低屈折率層及び前記絶縁膜を
貫通して前記緩衝層に達するコンタクトプラグを形成する工程と、前記絶縁膜の表面に前
記コンタクトプラグを介して前記緩衝層に電気的に接続された電極を形成する工程と、を
含む。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、反射防止膜による反射防止効果を損なうことなく、半導体層内部にお
ける結晶欠陥の発生を抑制することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施形態に係る半導体装置の構成を示す断面図である。
【図２Ａ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｂ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｃ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｄ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｅ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｆ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｇ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｈ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｉ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｊ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｋ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図２Ｌ】本発明の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図３】本発明の他の実施形態に係る半導体装置の構成を示す断面図である。
【図４Ａ】本発明の他の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【図４Ｂ】本発明の他の実施形態に係る半導体装置の製造方法を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、開示の技術の実施形態の一例を図面を参照しつつ説明する。なお、各図面におい
て同一または等価な構成要素および部分には同一の参照符号を付与し、重複する説明は適
宜省略する。
【００１３】
[第１の実施形態]
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る裏面照射型の固体撮像装置を構成する半導体装
置１００の構成を示す断面図である。
【００１４】
　半導体装置１００は、例えば、ｎ型の単結晶シリコンで構成される半導体層１０の内部
にフォトダイオードを構成するｐ型の受光部３０を有する。本実施形態において、受光部
３０は、半導体層１０の光入射側の表面Ｓ１にまで達する深さで形成されている。なお、
半導体層１０には、図１に示す構成と同様の構成の複数のフォトダイオードが設けられて
いる。これら複数のフォトダイオードの各々は、固体撮像装置における複数の画素を構成
する。
【００１５】
　受光部３０は、半導体層１０の表面Ｓ１側から入射する光の量に応じた電荷を発生させ
る。半導体層１０の光入射側の表面Ｓ１とは反対側には、受光部３０の表面に沿って設け
られたｎ型のピンニング層３１が設けられている。ピンニング層３１は、受光部３０の表
面の界面準位に起因するノイズの発生を抑制する役割を持つ。
【００１６】
　また半導体層１０の内部には、受光部３０との間に間隙を隔てて、ｐ型のフローティン
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グディフュージョン２４が設けられている。また、半導体層１０の内部には、ＳｉＯ２等
の絶縁体によって構成される素子分離領域２１が設けられている。素子分離領域２１によ
り、半導体層１０内部に設けられた複数のフォトダイオードが電気的に分離される。
【００１７】
　半導体層１０の光入射側の表面Ｓ１とは反対側の表面の受光部３０とフローティングデ
ィフュージョン２４との間に対応する領域には、ゲート絶縁膜２２を介してゲート電極２
３が設けられている。ゲート電極２３は、導電体で構成されるコンタクトプラグ２５を介
して配線２７に接続されている。また、フローティングディフュージョン２４は、導電体
で構成されるコンタクトプラグ２６を介して配線２８に接続されている。半導体層１０の
光入射側の表面Ｓ１とは反対側の表面は、ＳｉＯ２等の絶縁体で構成される絶縁膜２９で
覆われており、ゲート電極２３、コンタクトプラグ２５、２６および配線２７、２８は、
絶縁膜２９の内部に埋設されている。
【００１８】
　半導体層１０の光入射側の表面Ｓ１は、緩衝層４０で覆われている。本実施形態におい
て、緩衝層４０は、受光部３０の導電型とは反対の導電型であるｎ型のアモルファスシリ
コンで構成されている。緩衝層４０は、受光部３０と接している。
【００１９】
　緩衝層４０の光入射側の表面は、半導体層１０および緩衝層４０の屈折率よりも低い屈
折率を有する低屈折率層４１で覆われている。ここで、半導体層１０を構成する単結晶シ
リコンおよび緩衝層４０を構成するアモルファスシリコンの屈折率はともに４程度である
。低屈折率層４１として例えば、屈折率が２程度のシリコン窒化膜（ＳｉＮ）を用いるこ
とができる。低屈折率層４１を、半導体層１０および緩衝層４０の屈折率よりも低い屈折
率を有する材料で構成することで、低屈折率層４１は、半導体層１０の光入射側の表面Ｓ
１に照射される光の反射を防止する反射防止膜として機能する。
【００２０】
　以下に、半導体装置１００の製造方法の一例について図２Ａ～図２Ｌを参照しつつ説明
する。
【００２１】
　はじめに、基板層１２、埋め込み酸化膜１１および半導体層１０が積層されたＳＯＩ（
Silicon on Insulator）基板１を用意する（図２Ａ）。
【００２２】
　次に、例えば、公知のＳＴＩ（Shallow Trench Isolation）法を用いて、半導体層１０
の内部にＳｉＯ２等の絶縁体で構成される素子分離領域２１を形成する（図２Ｂ）。
【００２３】
　次に、例えば、公知の熱酸化法を用いて半導体層１０の表面にＳｉＯ２等の絶縁体で構
成されるゲート絶縁膜２２を形成する。続いて、例えば公知のＣＶＤ（Chemical Vapor D
eposition：化学気相成長）法を用いて、ゲート絶縁膜２２の表面にポリシリコン膜を堆
積し、このポリシリコン膜を公知のフォトリソグラフィー技術を用いてパターニングする
ことで、ゲート電極２３を形成する（図２Ｃ）。なお、ポリシリコン膜の形成後に、ゲー
ト電極２３を低抵抗化するためのイオン注入処理を行ってもよい。
【００２４】
　次に、公知のイオン注入法により、例えばボロン等の３属元素からなる不純物イオンを
半導体層１０のゲート電極２３の近傍に注入する。その後、熱処理により不純物イオンを
活性化させる。これにより、半導体層１０の内部にフォトダイオードを構成するｐ型の受
光部３０が形成される。受光部３０は、半導体層１０と埋め込み酸化膜１１との界面に達
するように形成される。続いて、例えば、リン（Ｐ）またはヒ素（Ａｓ）等の５属元素か
らなる不純物イオンを半導体層１０に注入することにより、受光部３０の表面にｎ型のピ
ンニング層３１を形成する。続いて、ボロン等の３属元素からなる不純物イオンを半導体
層１０の、ゲート電極２３を間に挟んで受光部３０と対向する位置に注入する。その後、
熱処理により不純物イオンを活性化させる。これにより、半導体層１０内部のゲート電極
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２３を間に挟んで受光部３０と対向する位置にｐ型のフローティングディフュージョン２
４が形成される（図２Ｄ）。
【００２５】
　次に、例えば、公知のＣＶＤ法を用いて半導体層１０の表面にＳｉＯ２等の絶縁体で構
成される絶縁膜２９を形成する。続いて、絶縁膜２９にゲート電極２３に達するコンタク
トホールおよびフローティングディフュージョン２４に達するコンタクトホールを形成し
、これらのコンタクトホールにタングステン（Ｗ）等の導電体を埋め込むことで、コンタ
クトプラグ２５および２６を形成する。続いて、絶縁膜２９の表面にアルミニウム等の導
電体で構成される導体膜を形成し、公知のフォトリソグラフィー技術を用いてこの導体膜
をパターニングすることで、コンタクトプラグ２５および２６にそれぞれ接続された配線
２７および２８を形成する。その後、配線２７および２８を覆うように、更に絶縁膜２９
を形成する（図２Ｅ）。
【００２６】
　次に、表面にＳｉＯ２等の絶縁膜５１が形成された支持基板５０をＳＯＩ基板に貼り付
ける。両基板を貼り合せる前に、両基板の接合面となる支持基板５０側の絶縁膜５１の表
面およびＳＯＩ基板側の絶縁膜２９の表面にそれぞれプラズマ照射による界面活性化処理
を施しておくことが好ましい（図２Ｆ）。
【００２７】
　次に、公知のバックグラインディング技術を用いて、ＳＯＩ基板の基板層１２を研削し
て埋め込み酸化膜１１を表出させる（図２Ｇ）。
【００２８】
　次に、公知のウェットエッチング処理により、埋め込み酸化膜１１を除去して、半導体
層１０の光入射側の表面Ｓ１を表出させる。これにより、受光部３０の光入射側の表面も
表出する（図２Ｈ）。
【００２９】
　次に、公知のプラズマＣＶＤ法または触媒ＣＶＤ（Cat-CVD）法を用いて、半導体層１
０の光入射側の表面Ｓ１上にアモルファスシリコンで構成される厚さ１０ｎｍ～５０ｎｍ
程度の緩衝層４０を形成する。このＣＶＤでは、例えば、シランガス（ＳｉＨ４）および
水素ガス（Ｈ２）を材料ガスとして使用することができる（図２Ｉ）。
【００３０】
　次に、公知のイオン注入法により、リン（Ｐ）またはヒ素（Ａｓ）等の５属元素からな
る不純物イオンを緩衝層４０に注入する。続いて、緩衝層４０の表面に、Ｎｄ：ＹＬＦレ
ーザを照射することにより緩衝層４０に注入された不純物イオンを活性化させる。これに
より、緩衝層４０にｎ型の導電性が付与される（図２Ｊ）。このようなレーザアニール処
理によれば、デバイス全体の加熱処理が不要となるので、配線２７および２８の形成後に
おいても使用することができる。また、本工程におけるイオン注入処理およびレーザアニ
ール処理は、緩衝層４０に対する処理であり、イオン注入時の加速電圧やレーザパワーを
適切に設定することで、これらの処理による半導体層１０へのダメージを略なくすことが
できる。
【００３１】
　次に、公知のプラズマＣＶＤ法を用いて、緩衝層４０の表面に例えばシリコン窒化膜（
ＳｉＮ）で構成される低屈折率層４１を形成する。このＣＶＤでは、例えば、シランガス
（ＳｉＨ４）、アンモニアガス（ＮＨ３）および窒素ガス（Ｎ２）を材料ガスとして使用
することができる（図２Ｋ）。低屈折率層４１の層厚は、固体撮像装置としての半導体装
置１００がセンシングする光の波長域に応じて設定される。例えば、半導体装置１００が
センシングする光の波長域が赤外線の波長域である場合、低屈折率層４１の層厚は、例え
ば１２０ｎｍ程度とすることができる。
【００３２】
　以上のように、本発明の実施形態に係る半導体装置１００は、ｎ型の半導体層１０の内
部に設けられたフォトダイオードを構成するｐ型の受光部３０と、受光部３０の光入射側
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に設けられ、ｎ型のアモルファスシリコンで構成された緩衝層４０と、緩衝層４０の光入
射側に設けられ、半導体層１０および緩衝層４０の屈折率よりも低い屈折率を有する低屈
折率層４１と、を含む。
【００３３】
　低屈折率層４１は、半導体層１０の屈折率よりも低い屈折率を有するため、低屈折率層
４１は、反射防止膜として機能する。緩衝層４０は、半導体層１０と低屈折率層４１との
間に介在することで、低屈折率層４１による応力の半導体層１０への影響が緩和され、半
導体層１０内における結晶欠陥の発生が抑制される。緩衝層４０は、アモルファスシリコ
ンで構成されており、その屈折率は、単結晶シリコンで構成される半導体層の屈折率と同
程度であり、低屈折率層４１の屈折率よりも高い。従って、緩衝層４０は、低屈折率層４
１による反射防止効果を低減させることなく応力緩和機能を発揮する。
【００３４】
　更に、緩衝層４０は、受光部３０と接し、且つ受光部３０の導電型とは反対の導電型を
有する。これにより、緩衝層４０は、受光部３０の表面の界面準位に起因するノイズの発
生を抑制するピンニング層としても機能する。すなわち、受光部３０は、光入射側の表面
Ｓ１とは反対側に設けられたピンニング層３１と、光入射側の表面Ｓ１側に設けられたピ
ンニング層としても機能する緩衝層４０とに挟まれている。これにより、ノイズの少ない
固体撮像装置が構成される。
【００３５】
　なお、緩衝層４０に電気的に接続された電極を設け、緩衝層４０に電圧を印加できるよ
うに構成してもよい。緩衝層４０に電圧を印加することで、緩衝層４０のピンニング層と
しての機能を促進させることが可能となる。緩衝層４０に電気的に接続された電極を設け
る場合は、例えば、図２Ｌに示すように、低屈折率層４１の表面に、低屈折率層４１より
もさらに屈折率の小さい絶縁体（例えばＳｉＯ２）で構成される絶縁膜４２を形成する。
続いて、絶縁膜４２および低屈折率層４１を貫通し、緩衝層４０に達するコンタクトホー
ルを形成する。続いて、このコンタクトホールにタングステン（Ｗ）等の導電体を埋め込
むことによりコンタクトプラグ４３を形成する。その後、絶縁膜４２の表面にコンタクト
プラグ４３に接続するアルミニウム等の導電体で構成される電極４４を形成する。
【００３６】
　本実施形態では、緩衝層４０に導電性を付与する手法として、緩衝層４０の成膜後に、
緩衝層４０に対して不純物イオンを注入する手法を用いたが、この手法に限定されるもの
ではない。例えば、プラズマＣＶＤ法または触媒ＣＶＤ（Cat-CVD）法によって緩衝層４
０を形成する際に、シランガス（ＳｉＨ４）および水素ガス（Ｈ２）を含む材料ガスと、
リン（Ｐ）またはヒ素（Ａｓ）等の５属元素を含む不純物ガスとを混合した混合ガスを用
いてもよい。これにより、緩衝層４０の成膜の段階で緩衝層４０に導電性を付与できる。
【００３７】
　また、本実施形態では、緩衝層４０の材料として、アモルファスシリコンを用いたが、
アモルファスシリコンに代えてポリシリコンを用いることも可能である。このように、緩
衝層４０をポリシリコンで構成する場合でも、緩衝層４０をアモルファスシリコンで構成
する場合と同様の効果を得ることができる。ポリシリコンで構成される緩衝層４０の成膜
は、アモルファスシリコンの場合と同様、公知のＣＶＤ法を用いて行うことができる。ま
た、ポリシリコンで構成される緩衝層４０に対する導電性の付与は、アモルファスシリコ
ンの場合と同様、公知のイオン注入法によって行うことができる。若しくは、ＣＶＤ法に
よる緩衝層４０の成膜時に不純物ガスを導入することにより緩衝層４０に導電性を付与し
てもよい。
【００３８】
［第２の実施形態］
　図３は、本発明の第２の実施形態に係る裏面照射型の固体撮像装置を構成する半導体装
置１０１の構成を示す断面図である。半導体装置１０１は、第１の実施形態に係る半導体
装置１００と同様、ｎ型の半導体層１０の内部に設けられたフォトダイオードを構成する
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ｐ型の受光部３０と、受光部３０の光入射側に設けられ、ｎ型のアモルファスシリコンで
構成された緩衝層４０と、緩衝層４０の光入射側に設けられ、半導体層１０および緩衝層
４０の屈折率よりも低い屈折率を有する低屈折率層４１と、を含む。
【００３９】
　本実施形態に係る半導体装置１０１は、以下の点において第１の実施形態に係る半導体
装置１００と異なる。すなわち、本実施形態に係る半導体装置１０１において、緩衝層４
０は、半導体層１０に接しているが、受光部３０には接していない。換言すれば、受光部
３０は、半導体層１０の光入射側の表面Ｓ１にまで達していない。また、半導体装置１０
１は、導電体で構成されるコンタクトプラグ４３を介して緩衝層４０に電気的に接続され
た電極４４を有する。より具体的には、低屈折率層４１の光入射側には、低屈折率層４１
よりもさらに屈折率の小さいＳｉＯ２で構成される絶縁膜４２が設けられている。コンタ
クトプラグ４３は、絶縁膜４２および低屈折率層４１を貫通して緩衝層４０に達しており
、電極４４は、絶縁膜４２の表面に設けられ、コンタクトプラグ４３に接続されている。
【００４０】
　以下に、第２の実施形態に係る半導体装置１０１の製造方法の一例について図４Ａおよ
び図４Ｂを参照しつつ説明する。半導体装置１０１の製造方法は、低屈折率層４１を形成
する工程(図２Ｋ)までは、第１の実施形態に係る半導体装置１００の製造方法と基本的に
は同じである。ただし、受光部３０の深さ方向の終端位置が、半導体層１０の光入射側の
表面Ｓ１にまで達しないように受光部３０を形成する点が、第１の実施形態に係る半導体
装置１００の製造方法とは異なる。受光部３０の深さは、受光部３０を形成するためのイ
オン注入におけるイオンの加速電圧を制御することで調整可能である。
【００４１】
　緩衝層４０の表面に低屈折率層４１を形成した後、例えば公知のＣＶＤ法により、Ｓｉ
Ｏ２等の絶縁体で構成される絶縁膜４２を低屈折率層４１の表面に形成する（図４Ａ）。
【００４２】
　次に、絶縁膜４２および低屈折率層４１を貫通し、緩衝層４０に達するコンタクトホー
ルを形成した後、このコンタクトホールにタングステン（Ｗ）等の導電体を埋め込むこと
によりコンタクトプラグ４３を形成する。その後、絶縁膜４２の表面にコンタクトプラグ
４３に接続するアルミニウム等の導電体で構成される電極４４を形成する。
【００４３】
　以上のように、本実施形態に係る半導体装置１０１において、低屈折率層４１は、半導
体層１０の屈折率よりも低い屈折率を有するため、低屈折率層４１は、反射防止膜として
機能する。緩衝層４０は、半導体層１０と低屈折率層４１との間に介在することで、低屈
折率層４１が生じさせる応力の半導体層１０への作用を緩和する。これにより、半導体層
１０内における結晶欠陥の発生が抑制される。緩衝層４０は、アモルファスシリコンで構
成されており、その屈折率は、単結晶シリコンで構成される半導体層の屈折率と同程度で
あり、低屈折率層４１の屈折率よりも高い。従って、緩衝層４０は、低屈折率層４１によ
る反射防止効果を低減させることなく応力緩和機能を発揮する。
【００４４】
　半導体層１０に電圧を印加することによりフォトダイオードを逆バイアス状態として撮
像を行う場合がある。本実施形態に係る半導体装置１０１によれば、緩衝層４０は、半導
体層１０と接し且つ半導体層１０と同じ導電型を有する。また、緩衝層４０には、コンタ
クトプラグ４３を介して電極４４が接続されている。従って、電極４４、コンタクトプラ
グ４３および緩衝層４０を介して、半導体層１０に電圧を印加することが可能である。す
なわち、本実施形態に係る半導体装置１０１によれば、緩衝層４０は、半導体層１０に電
圧を印加するためのコンタクト層としても機能する。なお、緩衝層４０の材料として、ア
モルファスシリコンに代えてポリシリコンを用いることも可能である。
【００４５】
　上記の第１および第２の実施形態においては、半導体層１０および緩衝層４０の導電型
をｎ型とし、受光部３０およびフローティングディフュージョン２４をｐ型で構成する場
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合を例示したが、これらの各構成要素の導電型を反転させてもよい。
【符号の説明】
【００４６】
１０　半導体層
３０　受光部
４０　緩衝層
４１　低屈折率層
１００、１０１　半導体装置

【図１】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】

【図２Ｃ】

【図２Ｄ】
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【図２Ｅ】

【図２Ｆ】

【図２Ｇ】

【図２Ｈ】

【図２Ｉ】

【図２Ｊ】

【図２Ｋ】

【図２Ｌ】

【図３】

【図４Ａ】
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